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マテリアリティ（重要課題）とKPI 達成に向けた取り組み
　当社グループは、すべての人々と将来の世代のために、事業活動を通じて地球環境課題の解決に貢献することをめざしています。その実現に向け、「気候変動への対応」「循環経済の促
進」「効率的な水管理」の3つをマテリアリティ（重要課題）として特定し、重点的に取り組んでいます。

 【参照ページ】 Sustainability Management「マテリアリティ（重要課題）と非財務指標」

2025年度以降の指標 （参考）2024年度実績

指標名 2025年度目標 中長期目標 具体的な活動等 指標名 目標 実績

	 	 気候変動への対応�  P22

世界での脱炭素の取り組みが進展する中、緩和の観点では、GHG 排
出量の削減、ソリューションを通じた顧客の GHG 排出量削減へ貢献
する。一方、適応の観点からは、気候変動に起因する自然災害への
対策に取り組む。

温室効果ガス排出量 320kt-CO2e 以下

Scope1,2 データセンター
Net-zero ＜2030年度＞

Scope1,2 オフィス
Net-zero ＜2035年度＞

Scope3
Net-zero ＜2040年度＞

Scope1, 2の削減計画を策定し、
再生可能エネルギーを積極的に
導入。Scope3については、海外
事業会社の算定方法を統一し、
統合的に第三者保証を取得

温室効果ガス排出量
（Scope1,2） 341kt-CO2e 327kt-CO2e

	 	 循環経済の促進�  P37

世界の潮流である循環経済への移行に向けて、資源の効率的かつ
循環での利用に取り組む。また、ソリューションを通じて、社会全体
の循環経済への移行に取り組む。

リユース・リサイクルされた
使用済IT機器の重量
修理・改修によって延命さ
れたIT機器の割合

現状把握を目的とした
モニタリングを実施

2025年度に 
中長期目標設定を検討

NTT データを対象に、機器売却
処理を社内で業務集約し、省力
化してリユース・リサイクルに取り
組むことができる「IT 機器リユー
ススキーム」の開始

廃棄物リサイクル率

廃棄物処理（PCB）に関する
法令違反件数

一般・産業廃棄物：
99% 以上

建設廃棄物：
87％

0件

ー

ー

	 	 効率的な水管理�  P40

淡水の需給ギャップが広がる中、特に水ストレスの高リスク地域での
水管理に取り組む。データセンター（DC）では冷却や湿度管理等に
利用する水の効率的な管理に取り組む。また、ソリューションを通じ
た顧客の水管理向上への貢献にも取り組む。

WUE＊
（DCのIT電力あたりの	
水消費量）

対前年度比で改善 2025年度に 
中長期目標設定を検討

イギリスの DC にて、水冷式の空
調システムの循環水をRO 膜（逆
浸透膜）を用いて処理することで、
取水量を削減

WUE＊
（DCのIT電力あたりの	
水消費量）

ー

全 DC：
0.72 l/kWh

水の蒸発を伴う 
水冷設備を 
導入しているDC：

1.42 l/kWh

＊ Water Usage Effectiveness：水使用効率性

 Planet positive
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基本方針と推進体制
　NTT DATA は、テクノロジーの力で事業の環境負荷を低減し、地球環境の再生をリードします。Planet positive の軸の下、「気候変動への対応」「循環経済の促進」「効率的な水管理」をマテ
リアリティとして掲げ、これらの重要課題において、自社の事業活動が環境に与える影響のみならず、お客さまや社会全体へのインパクトも重視して環境負荷低減に取り組むとともに、ソリュー
ションやサービスを通じてお客さまや社会全体の Planet positive に貢献していきます。

NTT DATA 環境方針
　NTT DATA は、2025年7月に環境方針を改訂しました。環境マネジメントシステムを通じて、環境マテリアリティへの取り組みをグローバルに推進していきます。

　NTT DATA は、私たちが現在深刻な地球環境問題に直面してお
り、また、事業活動が環境に大きな影響を与えうることを真摯に受
け止めています。※1

　情報技術で、新しい「しくみ」や「価値」を創造するNTT DATA は、
より豊かで調和のとれた社会の実現に貢献するために、環境保全
活動を経営課題と捉え、継続的かつ計画的に推進していきます。

1.	 環境方針の位置付け
環境方針は、私たちのめざす方向についての基本的な考え方を
集約した「Our Way」の一部である「Code of Business Ethics」
に定める「地球環境の尊重」を実践するために、その行動の具
体的な指針を示すものです。※2

NTT DATA は環境側面と、それに伴う環境影響がもたらすリス
クと機会を特定し、評価することで設定した環境におけるマテ
リアリティ（重要課題）を考慮に入れ、環境目標を設定し、環境
保全活動に取り組みます。また、実際の及び潜在的な負の影響
を特定し、防止し、緩和するために、リスクに基づいたデュー・
ディリジェンスを実施します。※3

2.	 企業活動及び事業活動を通じた環境への取り組み
NTT DATA は、企業活動及び事業活動を通じて環境保全活動
に取り組みます。

■ 気候変動への対応
– �気候変動の緩和の観点から、温室効果ガス排出量を削減し

ます。「NTT DATA NET-ZERO Vision 2040」を定め、サプラ
イチェーン全体の温室効果ガスの実質ゼロをめざします。

– �気候変動への対応に貢献するソリューションの提供に取り
組みます。

■ 循環経済の促進
– �資源のリユースや削減、廃棄物と汚染の排除に重点を置い

た循環型のビジネスモデルへの転換に取り組みます。
– �循環経済の形成に貢献するソリューションの提供に取り組

みます。
■ 効率的な水管理

– �水ストレスが高い地域において、データセンターでの効率
的な水管理に取り組みます。

– �効率的な水管理に貢献するソリューションの提供に取り組
みます。

3.	 法規等の順守
NTT DATA は事業活動の推進において、環境側面に関して適用
される法規制及びその他合意した事項を順守します。※4

4.	 ガバナンス
NTT DATA はサステナビリティ経営推進委員会を設置・運営し、
取締役会の監督並びに代表取締役社長のリーダーシップの下、
環境保全活動を含むサステナビリティ経営推進及び改善にかか
る提言、戦略策定及びモニタリング等を実施しています。サステ
ナビリティ経営推進委員会で協議された内容は、取締役会にて
審議または報告しています。

5.	 ステークホルダー・エンゲージメント
NTT DATA はステークホルダーとのコミュニケーションを重視
し、幅広い社会からの期待について検討し、ステークホルダー
とともに社会課題の解決に向けて取り組んでいきます。※5

– �影響を受けるまたはその可能性のあるステークホルダーとの
エンゲージメントに取り組みます。

– �サプライヤとのエンゲージメントを通して、サプライチェーンを
含む環境負荷低減に取り組みます。

– �社員及び協働者に対して、環境教育・環境社会貢献活動等
を通して、環境に関する啓発活動を行い、意識の向上を図っ
ていきます。

株式会社 NTT データグループ
代表取締役社長 CEO　佐々木 裕

※1 「NTT DATA」は NTT データグループ株式会社とその連結子会社を指します。
※2 �本方針は株式会社 NTTデータグループの経営会議の決議を経て、代表取締役社長

により決定されています。
※3 �負の影響には、気候変動、生物多様性の損失、陸・海洋及び淡水の生態系の劣化、森

林減少、大気・水・土壌の汚染、有害物質を含む廃棄物の不適切管理等を含みます。

※4 �その他合意した事項には、次のような国際的な環境条例やコミットメント等を含み
ます。NTT DATA は加盟する団体やイニシアティブについて、これら合意事項との整
合について定期的に確認し、代表取締役社長が新規加盟、加盟継続、脱退について
決定しています。
● パリ協定 ● 生物多様性条約 ● 国連グローバルコンパクトの10原則

※5 �ステークホルダーは、企業の活動に影響を受けるかその可能性のある利害を持
つ個人または集団を指します。例えば、従業員、お客さま、地域社会、非政府組
織（NGO）、政府機関、取引先、投資家または株主等を含みます。
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推進体制
　Planet positive に関する取り組みは、主にサステナビリティ経営推進委員会の下で運営
されている「温室効果ガス削減・環境マネジメント」「サステナビリティビジネス推進」「サプ
ライチェーンマネジメント」の3つの小委員会を通じて推進しています。
　「温室効果ガス削減・環境マネジメント」小委員会では、「NTT DATA NET-ZERO Vision 
2040」の達成に向けて温室効果ガス削減のための戦略を立案し、その実行をモニタリング
しています。また、循環経済の促進のための IT 機器のリユース・リサイクルをする仕組みの
構築、データセンターの水利用状況の分析、環境マネジメントシステムの運用等についても
議論しています。
　「サステナビリティビジネス推進」小委員会では、サステナビリティ関連ビジネスの戦略を
立案し、その実行をモニタリングしています。
　「サプライチェーンマネジメント」小委員会では、サプライチェーンから排出される温室効
果ガスの削減や、サステナブルなサプライチェーンを構築するためのサプライヤとのエンゲー
ジメント等について議論しています。

 【参照ページ】 Sustainability Management「推進体制」
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推進体制
　NTT DATA は環境マネジメントシステムを構築して、環境保全活動を推進しています。
2025年7月には、環境方針を改訂し、環境に関するマテリアリティの推進を明確化しました。
従来は、環境マテリアリティの推進体制と環境マネジメントシステムの推進体制が分かれて
いましたが、両者を統合し、環境マネジメントシステムを通じてマテリアリティを推進する体
制を構築しました。具体的には、各組織がマテリアリティに沿った環境目標を設定し、その
達成に向けた取り組みを実施する仕組みを整備しています。

ISO14001認証取得会社
　NTT DATA では、1999年に本社ビルでISO14001の認証を取得して以来、順次適用範囲
を拡大しています。
　2004年からは NTT データの全組織と一部のグループ会社を含めたグループ統合認証を
行っており、2025年3月末時点で30社がグループ統合認証を取得しています。また、国内2
社及び海外40社が独自認証を取得しています。

環境マネジメントシステム

ISO14001認証取得会社一覧 （2025年3月末現在）
当社グループ統合認証（30社）� （順不同）

（株）NTT データグループ
（株）NTT データ
（株）NTT データ北海道
（株）NTT データ東北
（株）NTT データ信越（本社、新潟支店）
（株）NTT データ東海（本社）
（株）NTT データ北陸
（株）NTT データ関西（本社）
（株）NTT データ中国（本社）
（株）NTT データ四国（本社、香川営業所）
（株）NTT データ九州
（株）NTT データ・アイ
（株）NTT データウェーブ（本社）
（株）NTT データSMS

NTT データカスタマサービス（株）（本社、枝川オフィス）
（株）NTT データNJK（本社）

（株）NTT データ経営研究所
（株）NTT データCCS（本社、データセンター）
（株）JSOL（東京本社）
（株）NTT データ フィナンシャルテクノロジー（本社）
（株）NTTデータセキスイシステムズ（大阪本社、東京本社）

NTTデータ先端技術（株）（本社、月島オフィス、関西オフィス）
NTT データソフィア（株）（本社）

（株）NTT データだいち（本社）
（株）DACS（本社、東京支店、大阪データセンター）
（株）NTT データ・ビジネス・システムズ
（株）NTT データフロンティア

NTT データマネジメントサービス（株）（本社）＊

（株）NTT データユニバーシティ
（株）ジャステック（本社、戸越分室、東五反田分室、沼津営業所、

福岡営業所、大阪営業所、仙台営業所、名古屋営業所、広島営業所）

＊ NTT データマネジメントサービス（株）は2025年4月より（株）NTT データ・ウィズに社名変更しております

独自認証（国内2社、海外40社）� （順不同）

（国内グループ会社）
日本電子計算（株）

（株）NTT データMSE

（海外グループ会社）
NTT Australia Database Solutions Pty Ltd
NTT Australia Pty Ltd
NTT Australia Digital Pty Ltd
NTT Australia Workforce Solutions Pty Limited
NTT New Zealand Limited
NTT Com ICT Solutions (Australia) Pty Ltd
GISA GmbH
Natuvion GmbH
NTT DATA Business Solutions a/s(Norway)
NTT Global Data Centers & Cloud Infrastructure 
India Private Limited
NTT Global Data Centers EMEA UK Ltd.
NTT DATA Spain, S.L.U.
NTT DATA EUROPE & LATAM Green Engineering SLU
NTT DATA Perú BPO, S.A.C.
NTT DATA Portugal Centers, Unipessoal Lda.
NTT DATA Europe & Latam Centers, S.L.U.
NTT DATA Latam Centers, Ltda.
NTT DATA Chile, S.A.
NTT DATA Colombia, S.A.S.
NTT DATA Spain Infrastructures Engineering, S.L.U
NTT DATA Spain Infrastructures Operations, S.L.U.
NTT DATA México S. de R.L. de C.V.

NTT DATA Portugal Outsourcing de Processos, 
Sociedade Unipessoal, Lda.
NTT DATA Perú, S.A.C.
NTT DATA Portugal, S.A.
NTT DATA Spain Sistemas de Seguridad SLU 
FIT Inversión en Talento, S.A.U.
LEAN GRIDS SERVICES, S.L.
NTT DATA Brasil Consultoría de Negocios e 
Tecnologia da Infomaçao Ltda
NTT DATA México BPO, S. de R.L. de C.V.
NTT DATA Spain BPO, S.L.U.
Everis Initiatives, S.L.U.
Everis Aeroespacial y Defensa, S.L.U.
NTT DATA Chile BPO Servicios Profesionales, 
Técnicos y Tecnológicos, Ltda.
NTT DATA Chile Centers, Ltda.
ARILION, S.L.U.
NTT United Kingdom Limited
NTT Slovakia s.r.o.
NTT Netherlands B.V.
NTT Spain Intelligent Technologies and 
Services S.L.U.
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基本方針
　熱波、洪水、森林災害等、昨今の気候変動は人命にも関わる様々な影響をもたらしてお
り、気候変動への対応は一刻を争う重要な社会課題です。こうした課題に対応するために
は、温室効果ガス（GHG）の排出を抑える必要があります。これには、経済活動の変革が必
要であり、そのためには個社だけでなく、サプライチェーンや社会全体で取り組むことが重
要です。当社グループはデジタルの力を活用して、デジタル社会を支えるデータセンター、IT
機器、ソフトウェアのグリーン化によって脱炭素社会の実現に貢献します。さらに、サプライ
チェーン全体並びに社会全体の温室効果ガス排出量削減を追求しています。

「NTT DATA NET-ZERO Vision 2040」  
～2040年までに温室効果ガス排出量実質ゼロをめざすビジョンを策定～
　当社グループは、SBTi＊から認定を受けた Net-Zero 目標である「NTT DATA NET-ZERO 
Vision 2040」を掲げています。自社のオペレーションにおける直接・間接排出量（Scope1, 
2）について、データセンターでは2030年、オフィス・その他を含めた自社のオペレーション
全体では2035年、サプライチェーン全体では2040年までの実質ゼロをめざします。
＊ �SBTi（Science Based Targets initiative）：世界の平均気温の上昇を産業革命前と比べ1.5度未満に抑えるという目標の達成に向けて、科

学的知見と整合した目標を設定することを支援・認定しているグローバルイニシアティブ

NTT DATA NET-ZERO Vision 2040

Scope1, 2

Scope3

データセンター
Scope1, 2　実質ゼロ

オフィス
Scope1, 2　実質ゼロ

サプライチェーン
Scope1〜3　実質ゼロ

2040
2021年度比

90% 以上削減

90% 以上削減

2035
2021年度比

90% 以上削減

2030 Targets
2021年度比

68% 削減

42% 削減

	 	 気候変動への対応
世界での脱炭素の取り組みが進展する中、緩和の観点では、温室効果ガス（GHG）排出量の削減、ソリューションを通じた顧客の GHG 排出削減へ貢献する。一方、適応の観点
からは、気候変動に起因する自然災害への対策に取り組む。
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NTT DATA の温室効果ガス排出量
　当社グループは、自社及びサプライチェーン上の温室効果ガス排出量を可視化し削減に
取り組むため、Scope1, 2, 3排出量を算定しています。
　Scope1は燃料の使用や冷媒による排出量等、自社の事業活動から直接排出される温室
効果ガス排出量、Scope2は他社から供給される電気・熱・蒸気エネルギーを利用する際に、
他社がエネルギーを生み出すために発生させる温室効果ガス排出量、Scope3はサプライ
チェーンの上流・下流で発生する温室効果ガス排出量を指します。
　当社グループの2024年度の温室効果ガス排出量は Scope1が48,218t-CO2e、Scope2が
278,970t-CO2e、Scope3が5,111,151t-CO2e となりました。Scope3排出量が全体の94％
を占めており、その内「購入した製品・サービス」が34.3％、「販売した製品の使用」が26.4％
と、全体の約60％を占めています。

2024年度 Scope 別温室効果ガス排出量割合

温室効果ガス排出量

5,438,339	 t-CO2e

Scope3のカテゴリ内訳 	

	 1.	 購入した製品・サービス	 ：	 34.3%	 ／� 1,752,139t-CO2e
	 2.	 資本財	 ：	 13.5%	 ／� 692,552t-CO2e
	 3.	� Scope1, 2に含まれない燃料 

及びエネルギー関連活動	 ：	 4.5%	 ／� 228,759t-CO2e
	 4.	 輸送、配送（上流）	 ：	 0.5%	 ／� 27,611t-CO2e
	 5.	 事業から出る廃棄物	 ：	 0.0%	 ／� 1,999t-CO2e
	 6.	 出張	 ：	 2.4%	 ／� 121,033t-CO2e
	 7.	 雇用者の通勤	 ：	 0.8%	 ／� 41,168t-CO2e
	 9.	 輸送、配送（下流）	 ：	 0.0%	 ／� 280t-CO2e
	 11.	 販売した製品の使用	 ：	 26.4%	 ／� 1,350,435t-CO2e 
	 12.	 販売した製品の廃棄	 ：	 0.1%	 ／� 2,556t-CO2e
	 13.	 リース資産（下流）	 ：	 17.2%	 ／� 880,858t-CO2e
	 15.	 投資	 ：	 0.2%	 ／� 11,761t-CO2e

 �Scope1 ：	      0.9% 　            48,218t-CO2e 
燃料の使用などによる直接的な排出

 �Scope2 ：	      5.1% 　        278,970t-CO2e 
購入した電気・熱の使用による間接的な排出

 �Scope3 ：	 94.0% 　5,111,151t-CO2e 
サプライチェーンにおける間接的な排出 （Scope1, 2を除く）

「NTT DATA NET-ZERO Vision 2040」達成に 
向けた取り組み
　NTT DATA NET-ZERO Vision 2040の達成に向けて、当社グループでは IT システムの構
成要素であるデータセンター、ハードウェアからソフトウェアまで、環境負荷低減に取り組ん
でいます。また、サプライチェーンにおける間接的な排出量についてもカテゴリ別に削減戦
略の具体化及び削減施策の実行に取り組んでいます。Net-Zero を達成するための施策例
及び取り組み詳細についてをご覧ください。

2040年にNet-Zero を達成するための施策例
 �【参照ページ】 「サステナブル IT の実現に向けて」 「サプライチェーンを通じた Net-Zero への挑戦」

Scope1, 2
（自社）

● �データセンター等においてデジタル技術を活用したエネルギー利用の最適化
● �データセンター・オフィス等において再生可能エネルギー・低炭素エネルギーの導入

Scope3

上流（サプライヤ）
● �グリーンソフトウェア＊1開発による消費電力の低減や効率的な電力利用、集約等によるハー

ドウェア利用の削減
● �当社グループと同レベル（SBT1.5℃認定水準）での排出削減を進めるサプライヤからの優先

調達を実施

下流（お客さまへの提供サービスの使用や廃棄等）
● �お客さまでの温室効果ガス排出削減を行うための IT サービスのクラウド化や、機器販売型

からサービス提供型へのビジネスモデル転換等を含めた抜本的施策の促進
● �温室効果ガス排出削減パートナーとして、お客さまが利用するサービスへ再生可能エネル

ギーを導入
● �サステナブル IT＊2による温室効果ガス排出量可視化・エネルギー効率向上等のお客様の排

出削減への貢献

＊1 �グリーンソフトウェア：グリーンソフトウェアの普及展開とその実現に向けたエコシステム構築に取り組むグローバルな非営利団体「Green 
Software Foundation」では、グリーンソフトウェアを温室効果ガス排出量が少ないソフトウェアとしている。グリーンソフトウェアは、
1.ソフトウェア自体の消費電力が少ない、2.より少ないハードウェア資源を利用する、3. 電力の使用方法が最適化されており、再生可能
エネルギー由来の電力で稼動する、などの特徴を持つ

＊2 �サステナブル IT： データセンター、ハードウェア、ソフトウェアといった IT システムの構成要素に対して社会及び環境への負荷の低減が図ら
れているIT システムを指す

サステナブル IT の実現に向けて
　昨今、AI の急速なニーズ拡大もあり、世界のデータセンターの年間電力消費は2030年に
は2024年から倍増し、日本全体での電力消費を上回る量になると予想されています＊1。IT
業界の温室効果ガス排出は電力消費に起因するものだけでなく、データセンターの建造や
その内部のサーバー類、ユーザー端末、ネットワーク機器等の製造／廃棄の過程での排出
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物も含まれています。IT 業界が排出する温室効果ガスは世界全体の4％を占めるとも言わ
れています＊2。IT 活用による温室効果ガス排出量の削減は当然期待されていますが、IT 機
器の製造や IT の電力消費による排出量の削減も求められています。こうした背景から、IT
の在り方そのものを見直す必要性が高まっています。「サステナブル IT」は IT のライフサイク
ル全体での環境負荷低減やAI の倫理的な活用等、サステナビリティの視点からIT を見直し、
IT そのものを持続可能にする考え方です。
　当社グループは、「サステナブル IT」の重要性を踏まえ、データセンターをはじめとし、IT
機器等のハードウェアからソフトウェアに至るまで、IT システム全般における環境負荷低減
への取り組みを加速します。併せて、IT システムのカーボンフットプリントの測定や、グリー
ンなソフトウェア開発を実現するためのルールづくり、開発ツールやベストプラクティスの策
定と業界への普及を推進し、持続可能な IT の実現に向けて世界をリードしていきます。
	
＊1 �IEA（国際エネルギー機関）は2024年のDCの消費電力は世界全体の約1.5％にあたる4,15TWhで、2030年には
約9,45TWhに倍増すると予想。「Energy and AI – Analysis - IEA」

	 ＊2 �研究により1.5％～4％まで幅がある。「Measuring the Emissions and Energy Footprint of the ICT Sector: 
Implications for Climate Action」

Green Data CenterⓇ

　デジタル化の進展に伴い、データ処理・ストレージ・通信サービスへの需要は拡大を続け
ています。特に生成 AI の急速な普及により、データセンター需要は世界的に急増しており、
それに伴う電力消費の拡大は温室効果ガス排出量の増加にもつながっています。
　当社グループはデータセンター事業の売上規模で世界第3位の事業者として、1,500MW
を運用しています。また、日本では50年以上にわたりミッションクリティカルなシステムを安
定的に運用してきた実績があり、現在も13カ所のデータセンターにおいて高い信頼性のあ
るサービスを提供しています。当社グループは、社会インフラとしてのシステムの安全・安心
を確保しつつ、エネルギー効率化、省エネルギー、再生可能エネルギーの導入を推進し、自
社オペレーションにおけるデータセンターの直接・間接排出量（Scope1,2）を2030年までに
実質ゼロとすることをめざしています。また、環境負荷を最小限に抑えたデータセンターを
提供することで、お客さまや社会全体の温室効果ガス排出量削減に貢献していきます。

次世代型の実証フィールド「Data Center Trial Field」
　データセンターでは、電力消費の増加やサーバーの高密度化による発熱が深刻化しており、
従来の空冷方式だけでは対応が難しくなっています。そのため、DLC（Direct Liquid Cooling）
をはじめとする液体冷却技術への需要が高まっています。また、サーバー室の構築には事
業者・施工会社・装置メーカー・設計会社等多くの関係者の連携が必要となり、新しい冷却
方式や省エネルギー技術を実証する機会の不足により、技術開発や普及の妨げとなってい
ます。そのため、データセンター環境を再現できる検証施設と、関係事業者が協力し合える
コミュニケーション機会の創出が求められています。
　こうした課題に対応するため、当社グループは2024年11月に千葉県野田市で次世代型
の実証フィールド「Data Center Trial Field」を開設しました。本施設は最新の冷却技術や
高効率な設備を備え、データセンターの脱炭素化やエネルギー最適化に向けた技術検証を
可能にします。外部の研究機関や企業とも連携し、共創による技術革新を促進するオープ
ンな場として、社会と業界双方に役立つソリューションの早期展開を支援します。IT ベンダー
とデータセンター事業者の双方の立場を活かし、業界横断的なコミュニティ形成や協業を
通じて技術革新を加速し、業界全体でデータセンターの脱炭素化を推進する取り組みを進
め、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

データセンターからソフトウェアまでの温室効果ガス削減を行う

IT システムの 
構成要素 サステナブル IT の取り組み

ソフトウェア

● グリーンソフトウェア技術 /AIコーディング
グリーン実装パターン＊1/ カーボンアウェア技術＊2

＊1 �ソフトウェアによる消費電力を削減。より少ないハードウェ
ア資源利用。

＊2 �再エネの利用率を高めるロケーション選定、タスク実行計
画の最適化

ハードウェア

● �Green 調達 
環境負荷の低い資材調達の徹底

● �低消費電力基盤の活用 
タスクに合わせたハードウェアの選定

データ 
センター / 

ネットワーク

● �グリーンデータセンター 
電力効率の高い最新データセンターへ
の移行推進

● �Green Cloud Advisory 
クラウド化を促進、集約効果で排出量
を低減

※ Green Software Foundation のロゴは US 及びその他の国におけるLinux Foundation の商標
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サステナブル 
IT 診断 

サービス
現状 IT の 

サステナブル 
成熟度評価と 

ロードマップ策定

IOWN 技術
光電融合技術 
による電力の 

大幅削減

中長期 R&D
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環境負荷の少ないソフトウェア「グリーンソフトウェア」開発の 
基準策定をけん引
　ソフトウェアは環境負荷が見えにくい一方、省エネや効率化により大きな改善が可能です。
設計や運用の工夫でエネルギー消費を削減し、再生可能エネルギー活用やストレージ利用
の最適化によって、長期運用時の環境負荷低減にも貢献します。
　NTT DATA は、IT 業界全体の課題解決や標準策定には多様なステークホルダーとの連携
が不可欠と考え、ソフトウェアの温室効果ガス排出量の削減をめざすグローバルの非営利団
体 Green Software Foundation（GSF）に運営メンバーとして参画しています。2025年1月
には、GSF のチェアパーソンに NTT DATA UK の Gadhu Sundram が就任しました。NTT 
DATA は GSF において、ソフトウェア利用時の炭素排出量を、電力消費量・電力の炭素強度・
ハードウェア利用量を基にスコア化して評価する手法「Software Carbon Intensity（SCI）」
の仕様策定に参画してきました。2024年3月には、SCI が「ISO/IEC 21031:2024」として国際
規格化され、同機能を持つソフトウェア間の環境負荷比較や、改修による炭素排出量への影
響把握が可能となりました。
　また、当社グループは、NTT グループ、NEC、日立製作所、富士通等、業界の主要企業
と連携し、国内におけるサステナブル IT の普及に向け、ソフトウェア開発に伴う温室効果
ガス排出量の評価手法の確立に取り組んでいます。2024年3月には、経済産業省の事業
に採択され、同省が公表する「カーボンフットプリント ガイドライン」に整合した算定・比
較が可能となるルールを策定しました。この取り組みは2025年1月に LCA 日本フォーラム
会長賞を受賞しています。

IT システムのカーボンフットプリント算定
　温室効果ガスの排出量を算定・開示する企業が増え、さらに削減を進めるため、より精度
の高い排出量情報をサプライヤに求める企業が増えつつあります。IT システムに対しても例
外ではなく、IT ベンダーに顧客からカーボンフットプリントの提供を求めるケースが増え始
めています。当社グループでは、意図に賛同してご協力いただけるお客さまを中心に「ソフ
トウェアに関するカーボンフットプリントの製品別算定ルール」＊に準拠した形で排出量情報
を提供する取り組みを始めています。お客さまは業界平均値ではなく実際の排出量情報を
得ることで、削減努力を開示排出量に反映することが可能となるほか、削減に向けた具体
的なアクションを描けるようになります。今後は、こうした取り組みをより広く浸透させるこ
とが重要です。NTT DATA は、カーボンフットプリントの提供にとどまらず、お客さまにより

安心してご活用いただけるよう算定ルールのスコープの拡大やグローバル対応、さらには
第三者による認証取得といった取り組みを推進していきます。
＊ �経済産業省、環境省によって作成されたカーボンフットプリントガイドラインに準拠するルールとしてLCA 日本フォーラムが公開。NTT DATA

を含むNEC、日立、富士通、NTT といった業界の主要企業の連携によって開発。

「Sustainable IT.org」への参画とガバナンス賞の受賞
　NTT DATA は、グローバルで進むサステナブルIT に関する国際的な取り組みとして、Green 
Software Foundation に加え、「SustainableIT.org」にも参画しています。SustainableIT.
org は、世界各国の企業経営層が参加し、サステナブル IT に関するガバナンスのフレーム
ワークを議論するとともに、先進的な知見や各社の取り組み事例を共有するプラットフォー
ムです。2024年9月には、同団体が主催する「SustainableIT Impact Awards 2024」にお
いて、当社グループはガバナンス部門賞を受賞しました。この賞は、IT のサステナブル化に
大きく貢献したリーダーや組織に贈られるもので、NTT データグループが掲げる「2040年ま
でに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする」目標と、IT による温室効果ガス排出削減に向
けた R&D の推進が高く評価されました。
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サプライチェーンを通じた Net-Zero への挑戦
　当社グループでは、Scope3全体の排出量のうちカテゴリ1（購入した製品・サービス）、カ
テゴリ2（資本財）、カテゴリ11（販売した製品の使用）が約70％を占めています。サプライヤ
とのエンゲージメントを高め、サプライヤと協働してサプライチェーン全体の温室効果ガス
排出量を削減することが必要不可欠です。そのため、製品やサービスの調達・選定に環境
配慮等の評価項目を設けることや、サプライヤに気候変動対応の取り組みへの協力要請を
すること等で、Scope3排出量の削減を進めています。
　海外グループ会社においても、各社のビジネス特性に沿った内容で連携し、グローバルに
サプライチェーンでの温室効果ガス排出量削減を推進しています。

グリーン購買
企業の姿勢や製品を評価
　当社グループは、サプライチェーン全体におけるサステナビリティ・ESG 関連の取り組み
を推進するため、サプライヤの皆さまに遵守いただきたい事項を明確化したサプライヤ行
動規範「NTT データグループサプライチェーンサステナビリティ推進ガイドライン」と環境に
関する具体的な運用基準として「NTT グループグリーン調達基準」を公表しています。これ
らを通じてサプライヤにサプライチェーンでの温室効果ガス排出量削減の実施を要請して
います。

　また、製品やサービスの調達・選定の際、価格や品質評価のほかに環境課題に対する企
業姿勢や製品やサービスの環境配慮等の評価項目も設けています。具体的には環境法規
制への対応やサプライチェーンでの温室効果ガス排出量削減への取り組みを評価していま
す。特に、温室効果ガス排出量削減への取り組み状況は細分化した指標を用いて進捗確認
を実施しています。

温室効果ガス排出量削減に向けたグリーン購買取り組みの強化
　NTTデータグループ社、NTTデータ、国内グループ会社では、国内のビジネス特性に合わ
せてグリーン調達の施策を立案しています。2022年2月にサプライチェーン全体で温室効果
ガス排出量を削減する取り組みを強化するため、調達にあたってのサプライヤや製品の評
価項目等を記載した「NTT グループグリーン調達基準」を具体化し、ハードウェア調達の参
照ルール「ハードウェア調達ルール」を制定＊、国内グループ会社（約80社）を対象に運用を
開始しています。具体的には、SBT 認定を取得しているハードウェアベンダーまたは SBT 認
定水準の温室効果ガス排出量削減目標・実績を公表しているハードウェアベンダーからの
購入を必須としています。
　また、社員にグリーン調達観点を浸透させるため、2023年度より国内グループ会社を対
象に、調達を担う全社員を対象とした研修を実施しています。
	
�＊ 「ハードウェア調達ルール」の制定について

温室効果ガス排出量削減の進捗管理指標

分類 取り組み STEP 取り組み状況

着手計画 
の策定

未着手（今後、計画を策定する予定なし）

1年以内の着手計画を策定済

可視化
Scope1, 2を把握済

Scope3を把握済

目標設定
自主的な削減目標を設定済

SBT 認定の水準を満たす削減目標を設定済

STEP 0
気候変動の対応計画が無い

STEP 1
1年以内に着手計画を持つ

STEP 2
Scope1,2の可視化

STEP 3
Scope3の可視化

STEP 4
削減目標を設定

STEP 5
SBT 認定水準の削減目標を設定

企業姿勢等の評価の仕組み

グリーン評価

1  各企業へ要請

3  グリーン評価

4  総合評価（非公開）

5  購買

2  �CDP 質問書等の 
アンケートを回答

企業姿勢評価

企業姿勢評価

品質評価価格

性能評価企業評価

サービス評価

取引先企業 従来評価
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サプライヤエンゲージメント
SBT1.5℃目標達成に向けた主な取り組み
　当社グループは、サプライヤの気候変動対応の取り組み状況の把握・分析を実施していま
す。2022年4月からCDP サプライチェーンプログラムにおいて、日本国内初となるプレミアム
メンバーとして認定され取り組みを進めています。2024年度は NTT DATA の調達額上位約
70％のハードウェア製品、ソフトウェア開発委託等のサプライヤを対象に、CDP 質問書の回
答を要請し、約270社から回答を得ることで業種別の取り組み状況を把握しました。分析結
果から、ソフトウェア開発委託のサプライヤの取り組みを推進するために2022年度に独自作
成した温室効果ガス排出量の算定や削減目標の設定等に関する解説書を更新して配布して
います。これらの活動が評価され、CDP が実施するサプライヤエンゲージメント評価におい
て、最高評価の「サプライヤエンゲージメント・リーダー」に3年連続で選定されました。
　また、日本国内のサプライヤに関しては、当社グループは調達額上位約70％に該当する
サプライヤを主要サプライヤと定義し、サプライヤ向け説明会等の施策を行うことで各社の
気候変動対応の取り組みを推進しています。2024年度は NTT データの調達額上位約80％
のサプライヤを対象に、オンラインでのサプライヤ説明会を開催し、約200社が参加しまし
た。説明会は毎年開催しており、SBT 認定水準での排出量削減に向けた協力要請や気候変
動対応の取り組みに関する社会動向の紹介等を行っています。各社の取り組みを推進する
ため、サステナビリティ向上の取り組みに役立つ関連情報や温室効果ガス排出量削減ガイ
ドブック等を説明会実施対象の約440社に提供することでフォローアップを行いました。
　その他、先進的に取り組みを進めているサプライヤとは、環境負荷の低い製品・ソリュー
ションについて定期的に意見交換を行っています。NTT データグループ社及び NTT データ、
国内グループ会社がグリーン購買を推進する上で必要となる情報を社内に共有することで、
価格だけでなく環境情報も踏まえた調達ができる環境を整え、製品単位での温室効果ガス
排出量削減も進めています。

サプライヤへの働きかけ
　当社グループは日本及び海外の主要サプライヤについて、サプライヤの気候変動対応の
取り組み状況を把握するとともに、サプライヤの課題やNet-Zero 達成に向けた排出量削減
計画について議論を行い、サプライヤの取り組みをサポートしています。具体的には、排出
量算定済みで削減目標を持っているサプライヤに対しては企業としての排出量削減及び製
品ごとの排出量削減を行うよう働きかけています。さらに、排出量未算定のサプライヤに対

してはまず排出量算定の取り組みを進めるよう依頼しています。
　日本国内のサプライヤに関しては、NTT データグループ社、NTT データ、国内グループ会
社において気候変動対応への取り組みを推進するため、ビジネスパートナー（BP＊）の経営
層が参加する「パートナー感謝の集い」で気候変動対応の取り組みへの理解と協力をお願
いしています。また、BP 各社の環境担当者のコミュニティ形成を目的としたワークショップ
を開催し、当社グループが独自に作成した温室効果ガス排出量の可視化や削減目標の設定
に関する解説書の説明やグループディスカッションを通じて、気候変動対応への理解浸透に
努めています。加えて、CDP 質問書への回答結果等からも各社の課題を把握し、環境省主
催の「中小企業の温室効果ガス削減目標に向けた脱炭素経営促進モデル事業」への参加
支援や、企業別の対話会も実施して取り組みをサポートしています。このような取り組みを
通じて、引き続きBPの気候変動に対する取り組みを牽引していきます。
＊ �NTT データグループ社及びNTT データでは、お客さまへの品質保証活動を共同して推進するため、将来にわたり当社グループの事業展開

への継続的な協力が期待できる日本国内の委託先をビジネスパートナーとして選定
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提言
排出量算定ルール、共通基準策定への参画、 

エコシステム構築も活かし、未来を見据えた提案をお客さまに届ける

実装
ソリューションや IT の環境負荷低減の実装を通じ、 

企業や業界を超えた取り組みを後押しする

成果
デジタルの力で新たなしくみや価値を創造成果を 

社会課題の解決と持続的な発展へつなげる

環境データの「見える化」と 
価値訴求
温室効果ガス排出量や環境影響を
定量化し、企業の意思決定と変革
を支援。より良い地球社会の実現を
加速

データをつなぐプラットフォーム
環境データを安全に共有し、資源循
環型社会を推進。未来につながる
社会を実現

資源循環型社会実現に向けたエコシステム構築
資源が循環する社会の実現には、企業間で安全にデータを共有で
きるしくみが必要。当社グループは蓄積したノウハウをもとに、企業
間のデータ連携をコンサルティングからソリューション導入まで一貫
して支援。共通技術の提供やグローバルな提言活動にも取り組む。

電動車向けバッテリー業界横断エコシステム
「ウラノス・エコシステム」の初事例として電動車バッテリーのカーボ

ンフットプリント情報を関係企業間で連携できるデータ共有基盤を構
築。自動車の業界団体や政府と協力し、安全・安心にデータを共有
できるしくみを実現した。

データを安全につなぎ、資源循環型社会に貢献
電動車バッテリー基盤の取り組みは高く評価され「内閣総理大臣
賞＊1」を受賞。また、化学物質の情報共有基盤（CMP）＊2の構築を
開始。今後も他分野へ取り組みを展開し、産業間をつなぐことで資
源を循環させる社会の実現に貢献していく。

サステナブル IT
環境・社会への負荷を最小化。ITの
省エネルギー・最適化により、持続
可能なデジタル社会へ

ソフトウェア利用時の環境負荷低減をめざすサステナブル IT
システム開発の要件定義から運用まで、すべての工程でサステナブ
ル IT を推進。SCI を用いて、排出量を分析するソリューションを提
供。さらに、IT システムの非効率な部分を特定し、最適化や改善を
支援。

グリーンデータセンター
再生可能エネルギーと先端技術で、
環境にやさしくエネルギー効率の高
いデータセンターを実現

データセンターの高度化で実現した環境負荷低減の実績
お客さまのデータセンター運用を高度化し、環境負荷の低減を実
現。インドでは液体冷却を導入してデータセンターの電力効率 PUE

（Power Usage Effectiveness）＊3を改善し、ドイツではサーバーの
排熱を近隣の暖房や温水供給に再利用することで、温室効果ガス
排出量の削減に貢献する実績を上げている。

Syntphony Sustainability
アセットベースのプラットフォームで、
環境影響の測定と、Net-Zero目標
達成の施策を支援

「Beyond Net Zero」と「Smart Solutions」
NTT DATA, Inc.では、「Beyond Net Zero」と「Smart Solutions」の
2つのアセットで構成される「Syntphony Sustainability」プラット
フォームをお客さまに提供。企業の排出量、自然資本への影響、
カーボンフットプリントを測定するとともに、Net-Zero 目標の達成
に向けた施策の策定と実行を支援。

AI、デジタル化で脱炭素を推進。スマートな意思決定を実現
「Syntphony Beyond Net Zero」は、AIでリアルタイムにカーボンフッ
トプリントを算定し、脱炭素化や環境クレジット・自然資本管理をデ
ジタル化する。

「Syntphony Smart Sustainability」は、AI で水・エネルギー・モ
ビリティ・バリューチェーンを効率管理し、リアルタイムの自動化で
意思決定を支援する。

環境負荷低減と社会価値の創出
「Syntphony Sustainability」の活用により、ESG データ精度を

50％以上向上、温室効果ガス排出量を30％以上削減。さらに、市
民満足度や EV 充電管理、水資源効率、バリューチェーンのトレー
サビリティ改善にも貢献している。

＊1 日刊工業新聞社主催「第54回日本産業技術大賞」にて内閣総理大臣賞を受賞
＊2 �NEDO「ウラノス・エコシステムの実現のためのデータ連携システム構築・実証事業」化学物質情報の流通に係るシステム開発事業 / 化学物質情報のトレーサビリティ管理システム
＊3 データセンターにおいて用いられる電力使用効率を示す指標

温室効果ガス排出量可視化
脱炭素社会の実現には、温室効果ガス排出量の「見える化」が重
要である。温室効果ガス排出量を簡単に確認できる「C-Turtle®」
は、企業だけでなく、その取引先や投資先の排出量まで把握でき
る。さらに、専門家によるグリーンコンサ
ルティングを通じて、企業の脱炭素に向け
た中長期的な計画づくりを支援。

サステナブル IT におけるルール・共通基準の策定
IT やソフトウェアの利用は、電力消費に伴う温室効果ガス排出に
よって 環 境 に 大 きく影 響。当 社 グル ープ は「Green Software 
Foundation」に参画し、サステナブルITの普及
を推進。ソフトウェア利用時の排出量を評価す
る方法（Software Carbon Intensity, SCI）の開
発や標準化を進め、世界中での活用をめざす。

お客さまのグリーンデータセンターを実現するコンサルティング
AIやクラウドの急速な普及に伴い、データセンターの電力消費が増
加し、温室効果ガス排出量の増加等環境負荷が課題。当社グルー
プは、脱炭素の実現に向けて培ってきた省エ
ネルギーや再生可能エネルギー導入の運用
ノウハウ・実績を活かし、お客さまのデータセ
ンターにもコンサルティングサービスを提供。

温室効果ガス排出量削減
デジタル技術を活用し、再生可能エネルギーや省エネルギーを組
み込んだシステムで、温室効果ガス排出を削減。AI 空調最適化
サービス「HUCAST」は、天気や室内の温度・湿度、
人の流れを予測し、自動で空調を調整する。空調に
使うエネルギーを最大50％削減し、脱炭素に貢献
するとともにコスト効果も創出。

技術と運用を組み合わせた、グリーンデータセンターの実現
当社グループとお客さまのデータセンターにおい
て、環境負荷を減らすための様々な施策を推進。
電力や熱の使用状況の「見える化」、AI による空
調の自動制御、サーバー冷却技術、省エネル
ギー技術、再生可能エネルギーの活用を組み合
わせ、データセンター全体のグリーン化を実現。

企業努力の価値訴求
一般企業向け「C-Turtle®」はすでに3,000社以上、金融機関向け

「C-Turtle® FE」は20社以上の金融機関に導入。取引先や投資先
も含め、温室効果ガス排出量や削減の取り組みを「見える化」し、
企業の努力を社会的価値として
発信できる仕組みを実現。

サステナブル IT 推進による脱炭素社会への貢献
サステナブルITの取り組みの一環として、
イタリア最大の銀行 Intesa Sanpaoloに
温室効果ガス排出量の見える化・分析ソ
リューションを導入。アプリケーションの
約70％で排出量を削減。サステナブルIT
を通じて脱炭素社会の実現に貢献。
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「提言・実装・成果」によるお客さま、社会の Net-Zero 達成に向けた取り組み
　NTT DATA は、「提言・実装・成果」というフレームを通じて、お客さまの気候変動への対応を支援しています。排出量の見える化やルールづくりへの参画をはじめ、デジタル技術を活用し
た省エネルギーや再生可能エネルギーの導入、サステナブル IT の推進などを組み合わせることで、お客さまの取り組みを実効性あるものとし、その成果を社会的な価値や持続可能な成長
につなげています。私たちは、この枠組みを通じてお客さまの挑戦を支え、社会全体の Net-Zero 実現に貢献していきます。
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TCFD に基づく情報開示
　当社グループは2021年3月に TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に賛同を表明し、全社横断での気候変動対応の活動、対外的な活動の透明性の確保を推進してきました。
気候変動への対応を重要な経営課題と位置付け、気候変動リスク・機会について、TCFD のフレームワークに沿った分析・評価を行い、より長期の気候変動リスク・機会に関する検討を進め、
開示の強化に努めています。現在マテリアリティの見直しを受け、TCFD 開示の見直しを進めています。本レポートにおけるTCFD 開示内容では、気候変動リスクによる財務影響を最新の状
況に合わせて更新しています。

TCFD 提言と活動サマリ
TCFD 提言 推奨される開示内容 活動サマリ

ガバナンス
気候関連のリスク及び機会に係
る組織のガバナンス

a） 気候関連のリスク及び機会についての、取締役会による監視体制 ●	� サステナビリティ経営推進委員会の中で、テーマ別に6つの小委員会を設置し、原則年2回、協議内容
を取締役会にて審議または報告。

●	� 上記委員会にて取締役会の監督並びに代表取締役社長のリーダーシップの下、戦略の策定及びモニ
タリングを実施。

b） 気候関連のリスク及び機会を評価・管理する上での経営者の役割

戦略
気候関連のリスク及び機会がも
たらす組織のビジネス・戦略・財
務計画への実際の影響及び潜在
的な影響

a） 識別した、短期・中期・長期の気候関連リスク及び機会 ●	� シナリオ分析をもとに、短期・中期・長期の気候関連リスク及び機会のうち特に重要なものを特定し、
評判低下の移行リスクや災害リスク、サステナビリティ関連サービスの需要増加の機会によるビジネ
ス戦略・事業に対する影響を分析。

●	� リスクの低減、機会の最大化のため、各リスク及び機会に対して対策を講じるとともに、対策費用を
算出し財務影響を整理。

b） �気候関連のリスク及び機会が組織のビジネス・戦略・財務計画に及ぼす
影響

c） �2℃以下シナリオを含む、様々な気候関連シナリオに基づく検討を踏まえ
た、組織の戦略のレジリエンス

●	� 1.5℃～4℃のシナリオを中心にシナリオ分析を実施。
●	� 全社横断のシナリオ分析検討会を実施し、2050年まで外部動向分析結果を踏まえた4象限のシナリ

オを作成。

リスク管理
気候関連リスクについて、組織が
どのように識別・評価・管理して
いるか

a） 気候関連リスクを識別・評価するプロセス ●	� 気候関連リスクを、影響度と発生可能性の2軸によりその他の類のリスクとともに内部統制委員会お
いて相対的に評価し、全社重要リスクの1つとして定義。

●	� リスク管理は、サステナビリティ経営推進委員会内の、「温室効果ガス削減・環境マネジメント」、「サ
ステナビリティビジネス推進」、「サプライチェーンマネジメント」の小委員会が執行し、内部統制委員
会が他リスクとともに統制・監督し、全社として統合マネジメントを実施。

b） 気候関連リスクを管理するプロセス

c） �気候関連リスクを識別・評価・管理するプロセスが組織の総合的リスク
管理にどのように統合されているか

指標と目標
気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する際に使用する指標
と目標

a） �自らの戦略とリスク管理プロセスに即して、気候関連のリスク及び機会
を評価する際に用いる指標の開示 ●	� リスク管理については、2023年度に2040年までに Net-Zero 実現をめざす「NTT DATA NET-ZERO 

Vision 2040」を策定。Vision に基づき、温室効果ガス排出量についてScope1, 2, 3の各排出量につ
いて、中期・長期での削減目標を設定して活動し、測定を実施。

●	� 気候関連の機会については、サステナビリティ関連オファリングの推進状況、社会貢献活動状況を指
標に設定し、報酬連動を実施。

b） �Scope1、Scope2及び当てはまる場合は Scope3の温室効果ガス排出量
と、その関連リスクの開示

c） �気候関連リスク及び機会を管理するために用いる目標、及び目標に対す
る実績
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優先的に取り組むリスクの決定
　当社グループでは、NTTデータグループ社の CFOである代表取締役副社長執行役員を委
員長とする内部統制委員会にて、事業に対する財務上、または戦略上の重要リスクが定義
されます。
　重要リスクの選定では、約100項目のリスク候補を、高・中・低の影響度と、高・中・低の
発生可能性の2軸から構成されるマトリクスにプロットして、重要なリスクを定義しています

（下図）。2022年度において、それらを取締役会で議論し、気候変動リスクを重要なリスクと
定義しました。
　また、気候変動関連のリスク・機会の評価はシナリオ分析をもとに行っています。気候変
動関連リスク・機会は他の重要リスクよりリスクが発生する可能性を分析する時間軸が長い
ことから、内部統制委員会での評価に加え、サステナビリティ経営推進委員会においても中
長期の観点で評価を行っています。

重要リスクの選定マトリクス

発生可能性

	 ● を主に重要リスクと定義

高 ● ●

中 ●

低

低 中 高

財
務
的
影
響
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時間軸： 短期

異常気象による災害リスク増加
【物理的リスク・急性】

想定リスクによる事業的・財務的影響

　大型台風や突発的豪雨といった異常気象の激甚化により浸水等の災害が発生した場合の物理的
リスクは甚大です。当社グループはグローバルでプレゼンスの高いデータセンター事業者であり、デー
タセンター事業は将来的にも継続的な成長が予想されていることから、中長期的な事業基盤の重
要領域と位置付けられています。当社グループではお客さまからのニーズに応じて高リスク地域に
立地しているデータセンターも保有しており、異常気象が発生した場合、データセンターの稼動が停
止する物理的リスクがあります。

財務影響
　IPCC 第6次報告書においてリスクが高いとされている場所にも、データセンターの拠点がありま
すが、ハザードマップ等から様々な対策を講じて事業継続性を確保しています。災害の発生により、
約140拠点あるデータセンターの内3拠点が5日間停止したと仮定した場合、▲1億円の売上影響が
想定されます。
＊ 2024年度のデータセンター売上額 3,778億円×（3/140拠点）×（5/365日）≒1億円

対策と費用

 データセンターのレジリエンス強化
　当社グループはデータセンターの建設にあたり、水害等の自然災害リスクに配慮した設
計を行っています。これらの自然災害リスクへの配慮を含む建設費用は、データセンターへ
の設備投資額に包含されています。2024年度は、データセンター事業において4,130億円
の設備投資を実施しました。

リスク

2
時間軸： 短期

「気候変動」評価が低いことによる評判低下
【移行リスク・評判】

想定リスクによる事業的・財務的影響

　近年、世界的に環境配慮へのトレンドから様々な規制が見込まれるほか、企業のサステナビリティ
に対する姿勢が消費者等のステークホルダーの意思決定にも大きな影響を持つようになってきてい
ます。企業が気候変動に関わる情報開示要求に対応が遅れた場合や、温室効果ガス排出削減の取
り組みが十分にできない場合、ステークホルダーからの評価低下により売上が減少するリスクがあ
ります。

財務影響
　当社グループのデータセンターにおいて気候変動に対する取り組みが遅れ、顧客からの信頼や評
価が低下した場合、データセンター事業の売上が減少するリスクがあります。2024年度のデータセ
ンター売上高3,778億円に対し、約1％の影響が生じたと仮定した場合、▲38億円の売上影響が想
定されます。

気候変動によるリスクと対応

対策と費用

 気候変動への対応に関する外部発信の取り組み
　当社グループの気候変動に関する取り組みをステークホルダーに共有するため、当社グ
ループウェブサイトやサステナビリティレポートを通じた外部発信を継続的に行っています。
なお、当該取り組みにかかる費用は現時点では少額であるため、本項における記載は省略
します。

リスク

1
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フサイトフィジカルコーポレートPPA（Power Purchase Agreement）＊の導入を積極的に
進めています。
　国内においては、データセンター及びオフィスにおける再生可能エネルギーを増やす計画
の一環として、当社グループの三鷹データセンター EAST に再生可能エネルギーを供給する
ためのオフサイトフィジカルコーポレートPPA を2024年3月に締結し、2024年8月よりPPA に
よる再生可能エネルギーを導入しています。さらに、2025年度中には本データセンターに生
グリーン電力も導入することで、使用電力を実質的に再生可能エネルギー100％に転換し、「グ
リーンデータセンタ／ Green Data CenterⓇ」の実現に向けた取り組みを加速させます。保有
する国内13拠点すべてのデータセンターにおい
ても、2025年度中に自社が使用する電力を再
生可能エネルギー100％に転換する予定です。
　また、フィルム型ペロブスカイト太陽電池を
建物外壁に設置した実証実験を行っており、発
電効率や温室効果ガス削減効果を検証してい
ます。今後、データセンターやオフィス等の外
壁等に設置し、再生可能エネルギーの地産地
消と導入拡大をめざします。
＊ �オフサイトフィジカルコーポレートPPA：企業が再生可能エネルギーを小売電気事業者から長期にわたって固定価格で購入する電力購入

契約のことであり、需要場所から離れた場所にある発電施設から一般の送配電網を介し30分同時同量を確保して小売電気事業者が電力
と環境価値をセットで需要家に供給する形態

費用

　データセンター及びオフィスにおける省エネルギー化の推進や、再生可能エネルギーの
導入を通じて、温室効果ガスの排出削減に取り組んでいます。これらの施策にかかる対策
費用については、適切に計上の上、持続可能な事業運営の一環として継続的に実施して
います。

三鷹データセンター EAST

時間軸： 長期

カーボンプライシング（炭素税等）によるコスト増加
【移行リスク・規制】

想定リスクによる事業的・財務的影響

　デジタルトランスフォーメーションや生成 AI に代表されるように、IT 利用の急速な拡大により当社
グループのデータセンター事業においても、エネルギー使用量は増加傾向にあります。今後データ
センターを展開する国・地域においてカーボンプライシング（炭素税）が導入された場合、コストが増
加するリスクがあります。

財務影響
　グローバル社会で2050年までのNet-Zero 対応が社会的コンセンサスとなり、企業に対してもカー
ボンプライシングを求める法令等による対応要請が高まると想定しています。データセンター事業
からの温室効果ガス排出量すべてに対し、カーボンプライシングが適用されると仮定した場合、2027
年度時点の温室効果ガス排出量に対して60億円の追加費用が発生するリスクがあります。
※ �2023年度から2027年度にかけて、データセンター事業のEBITDA が1.7倍に成長すると予測されることから、Scope1およびScope2

の排出量も同様に1.7倍になると仮定し、2027年度の排出量を予測しました。この予測排出量と2027年度の目標値との差分に
対して、IEA が公表する「2030年ネットゼロシナリオ」における先進国の炭素価格（140USD/t-CO2e）を乗じて、カーボンプライス
費用を算出しています。
	
�Net Zero by 2050	
�World Energy Outlook 2024

リスク

3

対策と費用

 データセンターの省エネルギー化対策
　当社グループデータセンターでは、環境負荷の低減とエネルギー効率の向上を目的とし
て、AI 制御が可能な空調設備の導入を進めています。サーバールーム内に設置された温湿
度センサーによりリアルタイムで室内環境を監視し、サーバー単位で特定された高温エリア
に集中的な冷却を行うことで、空調の最適化と消費電力の削減を実現しています。

 再生可能エネルギーの導入
　当社グループは再生可能エネルギー導入を推進することにより、2030年度にはデータセ
ンター、2035年度にはオフィスを含めた排出量実質ゼロを計画しています。
　グループ全体では、総電力使用量に対して再生可能エネルギーを62％まで導入しました。
この比率は、前年度と比較して、8％増加しています。また、再生可能エネルギーのうち、オ
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 �包括的な脱炭素支援サービスの提供
　サステナビリティ情報開示やサプライチェーン全体での温室効果ガス排出量可視化への
要請が高まる中、企業には新たな事業創出や業務変革が求められています。当社グループ
は、こうした社会的要請に対応し、お客さま企業の脱炭素化への取り組みを支援していま
す。その具体例として、当社グループは欧州で会員制リゾート型宿泊サービスを運営する
Hapimag 社の脱炭素化プロジェクトを支援しました。同社は、自社のカーボンフットプリン
トを把握し、温室効果ガス排出量の削減方法を特定するとともに、GHGプロトコル、パリ協
定及び自社のサステナビリティ戦略に沿った脱炭素ロードマップを構築することを課題とし
ていました。当社グループは、Scope1,2排出量の算定に加え、Microsoft Power BI と連携
可能なカーボン計算ツールの開発、54拠点におけるエネルギー監査と削減策の提案、分析
対象（エネルギー削減量、排出削減量、経済的効果）の可視化ツールの構築、さらにScope3
の高レベル分析を実施しました。その結果、35の具体的かつ実現可能な削減策と、400件
を超える施設別の対策を導出しました。さらに、GHGプロトコル及び不動産分野における
脱炭素化の国際基準であるCRREM（Carbon Risk Real Estate Monitor）フレームワークに
基づき、設備更新、電動化、再生可能エネルギー導入、建物断熱改修等、多様な技術的施
策を提案しました。これにより、Hapimag 社はエネルギー削減や排出削減の経済的・環境
的効果を可視化しつつ管理できる体制を確立しています。
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C-Turtle Ⓡ FE（金融機関）による地域脱炭素とサプライチェーン排出量削減の実現に向けた構想

C-Turtle Ⓡ FE
導入済の 
金融機関

金融機関 A A 社

TierN Tier2 Tier1

B 社

自治体

C-Turtle Ⓡ

導入済の 
算定企業

製品・サービスに関する機会

機会の実現戦略と費用

 �金融機関様向け温室効果ガス排出量算定ソリューション
　当社グループは様々な業界のお客様に対して、温室効果ガス排出量の可視化、排出量の
削減、開示を支援しています。サステナビリティ関連オファリングの例として、金融機関及び
その投融資先向けに温室効果ガス排出量算定ソリューション「C-Turtle Ⓡ FE」を提供してい
ます。本ソリューションは、金融機関の国際的基準である「PCAFスタンダード」に準拠し、投
融資先の温室効果ガス排出量可視化及び削減を支援します。「C-Turtle Ⓡ FE」の導入によ
り、投融資先の一次データを活用し、投融資に係る温室効果ガス排出量およびその削減努
力を反映したデータクオリティーの高いScope3排出量算定が可能となります。現在、京都
フィナンシャルグループ、七十七銀行、コンコルディア・フィナンシャルグループをはじめとす
る20社以上の金融機関に導入されています。今後は、より多くの地域の金融機関と連携し、

「C-Turtle Ⓡ FE」を通じて、投融資先である地域企業のファイナンスド・エミッションの可視化
と削減を支援していきます。こうした取り組みを通じて、地域企業における脱炭素化の動き
が地域社会全体へと広がり、地域全体でのカーボンニュートラルの実現に貢献していきます。
　併せて、グローバル展開も視野に入れたサービスを推進していきます。当社グループはサ
ステナビリティ関連オファリング拡大のため、様々な可視化プラットフォームの開発や技術者
育成等を行っています。また、先進的な技術と社会課題を組み合わせて新規事業を創出す
るための投資を行っています。

時間軸： 短期

サステナビリティ関連オファリング創出ニーズ増加

機会発生による事業的・財務的影響

　サステナビリティ情報等の開示が求められる中、各企業にとってサプライチェーンを通じた温室効果
ガス排出量の可視化や気候変動対応のための新規事業創出や業務変革が必要となってきており、それ
に伴うシステム投資等は、当社グループの事業機会の創出につながると予測しています。当社グループ
では、それらの気候関連ソリューションを含めたサステナビリティ全般のサービス・システム等を「サス
テナビリティ関連オファリング」とし、現中期経営計画においてその創出を戦略領域の1つとしています。
　お客さまの脱炭素の取り組みが加速し、各種産業におけるサステナビリティ関連ビジネスが拡大
することで、当社グループのデジタル技術を活用したサステナビリティ関連の新規オファリングが創
出され、売上高が増加することを想定しています。

機会

1

補助金・助成金等
金融機関との連携（金利優遇補助） 補助金・助成金等

地域全体の 
脱炭素に 
つながる

CO2

排出削減排出削減
CO2

排出削減排出削減

CO2

排出削減排出削減

CO2

排出削減排出削減

CO2

排出削減排出削減

金融機関 B

要請 ＋ 投融資要請 ＋ 投融資 要請要請

PCAF に準拠した排出量算定
＋投融資によるスコープ1・2の削減
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指標カテゴリ 指標・目標・実績等

温室効果ガス排出

（指標） Scope1, 2, 3の各排出量
（目標） 温室効果ガス排出量の目標

中期：
2030年までに2021年度比で次の削減を行う。
Scope1, 2	 68％減（SBT1.5℃レベル）
Scope3	 42％減
※ SBT 認定

長期：
2040年までに Net-Zero（Scope1, 2, 3）
2035年までに Scope1，2の実質ゼロ
※ SBT 認定

内部炭素価格
21,000円 /t-CO2e（2025年4月1日以降）
※ NTT グループ統一価格

報酬

下記の 1 2 の報酬連動を実施
1  �監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）に関し、温室効果ガス排出量削減の計画達成

状況を評価の一部に取り入れた役員報酬連動
2  �従業員に関し、サステナビリティ関連オファリングの推進状況、社会貢献活動状況を評価の

一部に取り入れた従業員賞与連動（2022年度～2024年度を対象）

指標と目標 （気候関連リスク・機会の管理指標と目標）

　気候関連のリスク管理及び機会実現の戦略のために、当社グループで定めている指標と
目標は以下のとおりです。

機会の実現戦略と費用

 �データセンター事業への積極投資
　当社グループは、2023年度から2027年度にかけて、データセンター事業に対して総額1.5
兆円以上の積極投資を計画的に推進しています。2024年度には、北米を中心に新たに約
380MW の提供を開始し、グローバルでの提供規模は累計1,500MW に達しました。

時間軸： 短期

脱炭素に資するレジリエントなデータセンターニーズの増加

機会発生による事業的・財務的影響

　近年、異常気象の頻発や脱炭素化への社会的要請の高まりを背景に、企業の IT インフラに対す
るレジリエンス強化と環境配慮の両立が求められています。加えて、生成 AI の活用が急速に進展す
る中、膨大な演算処理を支えるクラウド基盤への需要が拡大しており、当社グループのデータセン
ター事業に対するニーズもいっそう高まることが予測されます。
　当社グループが提供するデータセンターは、強固なインフラ基盤に加え、高い省エネルギー性能
を備えており、安定性と環境配慮を両立したサービスを提供しています。また、当社グループは2030
年までにデータセンターにおけるScope1及び Scope2の温室効果ガス排出量を実質ゼロにするこ
とを宣言しており、持続可能な社会の実現に向けた取り組みを加速させています。これらの取り組
みにより、当社グループのデータセンター事業におけるビジネス機会の拡大が想定されています。

財務影響
　台風や局地的豪雨等の異常気象の増加に加え、脱炭素化要請の高まりから共同利用・機器集約
による省エネルギーや再生可能エネルギー導入等が進み、レジリエントかつ脱炭素に貢献するデー
タセンターサービスへの需要が増加すると想定しています。2025年度のデータセンター事業売上は
5,440億円と予測しています。

機会

2
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▶ �シナリオ分析実施とそのバウンダリ・時間軸設定の
理由

シナリオ特定

　当社グループでは、気候変動に関する事業影響を把握し、
気候関連リスク・機会に対する戦略のレジリエンスを評価
することを目的として、シナリオ分析を実施しています。
　2018年度よりシナリオ分析を開始し、段階的にバウンダ
リ・時間軸を拡大しました。2022年度には、パリ協定を踏
まえて低炭素経済に移行する1.5℃シナリオと、現状予想さ
れる以上に気候変動対策が実施されない4℃シナリオを中
心に分析を行っています。
　予測される将来の世界の範囲を調べるためのインプット
として、IPCC 報告書とIEA World Energy Outlook を中心
に、EPA＊1、EEA＊2、MOE＊3等から発行される分析資料等を
参考としています。シナリオとして、IPCC 第6次評価報告書 
第1作業部会報告書のSSP5-8.5シナリオ（気候変動対策な
しシナリオ）、SSP1-1.9シナリオ（1.5℃水準シナリオ）、IEA 
Sustainable Development Scenario（持続可能な開発
シナリオ）、IEA Net Zero Emissions by 2050 Scenario

（2050年ネットゼロ・シナリオ）、IEA STEPS（既存政策シナ
リオ）を採用し、NTT DATA の事業とバリューチェーンにお
ける影響を評価しました。

＊1 EPA： �アメリカ 合 衆 国 環 境 保 護 庁（United States Environmental Protection 
Agency, EPA）人間の健康保護と自然環境保護を目的とするアメリカ合衆国連
邦政府の行政機関です。

＊2 EEA： �欧州環境機関（European Environment Agency, EEA）欧州の環境や気候関
連のデータ分析や提供、政策策定支援を目的とする欧州連合の専門機関です。

＊3 MOE： �環境省（Ministry of the Environment, MOE）

バウンダリ（対象範囲）

　当社グループは、日本においては「公共・社会基盤」「金

融」「法⼈・ソリューション」の3つの分野に分けて、グローバ
ルでは多数の国に拠点を構えて事業を展開しており、すべ
てのお客さま、すべてのサプライヤが気候関連の影響を受
けることが想定されます。そのため、リスクと機会の特定及
び財務影響を検討するべく、「全事業とそれに関連するバ
リューチェーン」をバウンダリに設定しました。

時間軸

　パリ協定及び、それに伴う気候変動長期ビジョンを求める
お客さま・株主・社会等の各ステークホルダーからの期待に
応える企業として、又、社会の基盤を支えるシステムを提供し
ている当社グループの事業特性から、長期にわたる気候変動
の影響を評価する必要性があると考え、時間軸は2050年度
までの長期を対象としました。その中間地点として、SBT 目
標設定に合わせた2030年度までを中期と設定しています。

▶ �シナリオ分析の結果
　気候関連のリスクと機会の詳細な評価を行うため、持続可
能な発展の下で気温上昇を1.5℃以下に抑えるSSP1-1.9シナ
リオ、化石燃料依存型の発展の下で、気候政策を導入しない
最大排出量 SSP5-8.5シナリオを主に用いました。当社グルー
プではSSP1-1.9シナリオを基本とし目標を設定するとともに、
SSP5-8.5シナリオの気候変動リスクを洗い出し、リスクに対
する対策の立案、実行を推進しています。SSP2-4.5シナリオ
を想定してIEA STEPS も分析対象としていますが、SSP1-1.9
やSSP5-8.5のシナリオと比較して、気温上昇が中間レベルの
想定の下で気候変動政策を導入するシナリオでもあることか
ら、当社グループのリスクや機会により大きな影響を与え得
るSSP1-1.9及びSSP5-8.5を優先して分析対象としています。

SSP1-1.9シナリオの分析

　SSP1-1.9シナリオでは、グローバルでデータセンターや
オフィスに再生可能エネルギー導入を推進することが、当社
グループの全セグメントにおいて、現行と長期的なカーボン
プライシングにおける財務的リスクと、気候関連の投資家要
請に十分対応できず評判が低下するリスクの両方を低減す
ることにつながると評価しました。この評価結果を全体の
気候戦略に反映させ、2030年度までにデータセンターでの
自社サービス利用における省エネルギー化や再生可能エネ
ルギー導入によるNet-Zero、2035年度までにオフィスを含
めての Net-Zero を計画しています。また、2023年5月には、
シナリオ分析の結果をもとに当社グループの長期目標であ
るNet-Zero の目標年を2050年から2040年に10年前倒し
しました。
　一方、SSP1-1.9シナリオにおいて必要とされる社会制
度・規制等に紐づくサステナビリティ関連オファリング（IT 
サービス・システム等）創出が重要であると評価しました。
当社グループが先進的な技術を確保できるよう、社外イノ
ベータとの共同 R&D、技術支援費用、プリセールス費用、
技術者育成費用等に投資します。さらに、先進的な技術と
社会課題を組み合わせて新規事業を創出できるよう、サス
テナビリティに関する市場調査、新規ビジネスモデル検討、
IT 技術を用いた基盤の整備等にも投資します。
　また、企業の経営・事業における気候変動の戦略策定や
削減施策のニーズが高まるにつれて、お客さま向けの気候変
動関連コンサルティングサービスが拡大すると想定していま
す。当社グループのデータ収集プロセス、算定メソドロジー、
データ活用方法をテンプレート化してコンサルティングサー
ビスにて提供する取り組みを進めています。また、気候変動

気候変動シナリオ分析
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気候変動シナリオからの当社グループ影響

関連コンサルティング事業を支える人財の育成や獲得を強化
しています。

SSP5-8.5シナリオの分析

　SSP5-8.5シナリオにおいては、異常気象増加とそれに伴
う社会・経済へのダメージやお客さまの収益減により、やや
高いレベルでの売上への影響がリスクであると評価しまし
た。また、降水量増加傾向がみられる日本の「公共・社会
基盤」「金融」「法人・ソリューション」領域においては、度重
なる台風や突発的豪雨はデータセンター・オフィスへの浸

水リスクを増加させると評価しました。
　一方、お客さまも同様のリスクへの対応が必要となるた
め、ハザード対策や冗長化によるデータ損失対策が取られ
ている当社グループのクラウド・共同利用型サービスの需
要増加の機会があると評価しました。
　2021年8月においては、物理リスク低減のためにレジリ
エンス機能を有するデータセンターの設置を新たに決定し、
2023年6月からサービス展開を開始しています。
　シナリオ分析の結果をもとに2023年度以降、レジリエン
トなデータセンターサービスへの積極投資を進めています。

参考： �IPCC, 2021 Summary for Policymakers. In: Climate Change 2021: The Physical Science Basis. 
Contribution of Working Group I to the Sixth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change 
SSP（Shared Socioeconomic Pathways）： 共通社会経済経路。気候変動緩和策と適応策の困難性の2軸による将来的な社会・経済の変化を示した5つのシナリオ

SSP1-1.9の世界観
● �2041-2060年に世界平均気温1.2〜2.0℃上昇（現

時点1℃上昇）
● 10年に1回の極端な気温が2.8倍発生 
�  5年に1回以上
● 50年に1回の極端な気温が4.8倍発生 
	  約10年に1回
● 2030年頃に1.5℃を超えるが、元に戻る

SSP5-8.5の世界観
● 2041-2060年に世界平均気温1.9〜3.0℃上昇
● 10年に1回の極端な気温が5.6倍発生 
�   2年に1回以上
● 50年に1回の極端な気温が13.9倍発生 
�   5年に1回以上
● �異常気象が極端になる（例：台風の回数は減少する

が激化）
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基本方針
　資源の有効活用を通じて資源枯渇に対応するとともに、気候変動の緩和や生物多様性の
保全にも寄与する循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行が、世界的に求められてい
ます。当社グループは、IT 企業として自社が利用するIT 機器のリユース・リサイクルに努め
ています。また、特に循環経済への移行におけるIT・デジタル技術に着目し、循環経済と位
置付け、ブロックチェーン、AI、IoT 等を活用したサービスの提供を通じて、廃棄物の発生を
抑え、資源を持続可能に利用・循環できる社会の実現に貢献していきます。

自社における資源循環の取り組み

IT 機器の循環利用促進に向けた取り組み
　IT 機器を扱うIT サービス事業者として、事業活動を通じて使用しなくなった IT 機器のリ
ユース・リサイクルのさらなる推進に向けて、NTT データ社内で2025年1月より「IT 機器リ
ユーススキーム」を開始しました。各事業部が個別に実施していた機器売却処理を社内で
集約し、統一した機器売却処理により効率化を図るものです。各事業部の手続きを軽減す
ることで産業廃棄物処理よりも省力化してリユース・リサイクルに取り組むことができ、自社
の廃棄物削減とともに循環経済の促進へ貢献しています。
　2024年度の実績としては、上記リユーススキームとその他の既存スキームを合算して約
7,700台の IT 機器をリユース・リサイクルし、15,000kg 以上の電子廃棄物の削減に貢献しま
した。これらの取り組みは、海外事業会社においても拡大をめざして検討を進めています。

廃棄物の削減
　NTT データグループ社、NTT データ、国内グループ会社では NTT グループのマテリアリ
ティに沿って2030年に廃棄物リサイクル率99％以上（サーマルリサイクルを含む）を達成す
るため、よりリサイクル率の高い廃棄物処理業者に廃棄物処理を委託する等の取り組みを
継続しています。2024年度における廃棄物のリサイクルは以下のとおりです。

● 一般・産業廃棄物リサイクル率： 99％
● 建設廃棄物リサイクル率： 95％

オフィス廃棄物
（オフィスやデータセンターから排出する廃棄物）

 リサイクル量

※ 最終処分量と減量化量は、数量が軽微なためグラフ上では非表示

 リサイクル量   最終処分量

建設廃棄物
（⾃社ビルの建築・解体工事に伴い排出する廃棄物）

オフィス廃棄物
（オフィスやデータセンターから排出する廃棄物）
（t） （t）

年度 年度

	 	 循環経済の促進
世界の潮流である循環経済への移行に向けて、資源の効率的かつ循環での利用に取り組む。また、ソリューションを通じて、社会全体の循環経済移行に取り組む。
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プラスチック資源循環促進法への対応
　NTT データグループ社、NTT データ、国内グループ会社では、プラスチック使用製品産業
廃棄物の排出抑制と再資源化等においても積極的に取り組んでいます。2024年4月には株
式会社サーキュラーペット（以下：サーキュラーペット）と事業活動を通じて、排出する使用
済み PET ボトルの水平リサイクルに向けた基本合意書を締結しました。サーキュラーペット
は、通常はリサイクルが困難なキャップやラベルがついたままの使用済み PET ボトルでも、
再び PET ボトルの原料として再資源化する技術を持っています。2024年度よりNTT データ
関西が入居するNTT DATA 堂島ビルから排出された使用済みPET ボトルを回収し、サーキュ
ラーペットに供給することで、PET ボトルの水平リサイクルの推進へ貢献しています。2024
年度は約500kg の使用済み PET ボトルの水平リサイクルを実施し、廃棄物の削減と新規製
造にかかる環境負荷の削減に寄与しました。
　今後も廃棄物を削減し、製品やサービスの価値が循環し続ける循環型社会の実現に貢献
していきます。
	
�水平リサイクルに向けた使用済みPETボトル供給に関する基本合意書の締結について	

有害廃棄物の適正管理／廃棄物
　NTT データグループ社、NTT データ、国内グループ会社では、特定有害産業廃棄物であ
る廃 PCB 等（PCB 含有製品）等の特別管理産業廃棄物について、廃棄物処理法をはじめと
する各法令を遵守し、適切な管理及び処分を行っています。2013年度からPCB 特別措置法
並びに関連省庁等からの指導に基づき、廃 PCB の計画的な処理を進めています。

ボランティア団体への非常食の寄付
　当社グループでは、社内における非常食の整理を行い、商品の入れ替えなどによって余剰
した非常食をボランティア団体に寄付をしています。2024年度の実績は以下のとおりです。

● 特定非営利活動法人セカンドハーベスト・ジャパンへの寄付： 3,971食
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お客さまとの共創による循環経済の推進
　当社グループのデジタル技術を活用したお客さまや社会全体の循環経済の推進として、
ブロックチェーン等の技術を用いたサプライチェーンの仕組みづくりや、AI や IoT を活用した
産業廃棄物処理の高度化等に取り組んでいます。
　また、当社グループではこれまで開発したデータ利活用の技術と業界横断的なデータ流
通基盤の構築・運用の実績を基に、様々な国や産業でのデータ流通基盤の社会実装に向け
た取り組みを行っています。日本国内では蓄電池のトレーサビリティプラットフォームの提供
を開始している他、化学物質トレーサビリティ管理システムの構築を行っており、サプライ
チェーンの川上と川下をセキュアかつシームレスにつなげることで、企業間で材料情報等を
共有し、再生材の利用促進をはじめとした資源の循環利用に寄与していきます。これらのプ
ラットフォームは、経産省の主導するウラノスエコシステムに準拠したものであり、企業や業
界を横断した取り組みとして推進しています。

循環経済を実現するSAF＊サプライチェーンプラットフォーム
　航空業界は温室効果ガス排出量が多く、カーボンニュートラルの実現に向けた取り組み
が強く求められています。その解決策の1つが、従来のジェット燃料に比べて温室効果ガス
排出量を大幅に削減できる持続可能な航空燃料（SAF）です。国産 SAF の開発・生産は国
をあげて推進されていますが、製造コストの低減や安定的な原料調達が課題となっていま
す。また、連産品であるバイオディーゼルやナフサの販路確保も踏まえたサプライチェーン
の構築や、各種認証をより容易に取得できるような情報共有体制や検査体制等の整備も
必要です。
　こうした課題に対し、当社グループは原材料の調達から精製・販売までを一体的に管理
し、品質を担保できる仕組みづくりを進めています。特に、地域で発生する廃食油などを活
用し、調達から製造・消費までを地域内で完結させる「地産地消型サプライチェーン」を構
築することで、輸送距離の短縮による環境負荷の低減と地域経済の活性化を両立させます。
さらに、供給側の元売り事業者と利用側の航空会社、原料の排出者や収集者等、多くの関
係者を1つの基盤でプロセス横断的につなぐデジタルプラットフォームを構築し、サプライ
チェーン全体の透明性を高め、認証取得や維持を支援する仕組みの提供をめざしています。
　その実現に向け、当社グループは2025年1月に採択された愛知県脱炭素プロジェクトを
はじめ、複数の実証フィールドにおいて、国内生産初期段階における課題の評価・分析や有
効性の検証を進めています。これらの取り組みを通じて社会実装を加速させ、将来的には

同様のモデルをアジアを中心にグローバルへ展開し、循環経済とカーボンニュートラルの実
現に貢献していきます。
＊ �SAF（Sustainable Aviation Fuel：持続可能な航空燃料）：航空業界が環境負荷を低減するために使用する持続可能な航空燃料。主に再

生可能資源や廃棄物から製造され、従来の化石燃料に比べてCO2排出量が大幅に削減される。
	
��愛知県の脱炭素プロジェクトにて地産地消SAFサプライチェーン構築プロジェクトが採択 	
| NTTデータグループ - NTT DATA GROUP

“集める”を支える “作る”を支える “使う”を支える
廃食油・都市ごみ・農作物・ 

農林業残渣等の 
原材料の収集をサポート

環境価値のクレジット化と 
取引をサポート 

（Book and Claim）

サポートプラットフォーム

持続可能性認証を 
サポート 

（CORSIA 認証）

SAF を作る

SAF を使う原材料を 
集める

OIL OIL
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	 	 効率的な水管理
淡水の需給ギャップが広がる中、特に水ストレスの高リスク地域での水管理に取り組む。データセンターでは冷却や湿度管理等に利用する水の効率的な管理に取り組む。また、
ソリューションを通じた顧客の水管理向上への貢献にも取り組む。

基本方針
　水資源の保全と持続可能な利用のためには、経済社会活動・企業活動との関係性を把
握し、地域特性や事業特性に応じた適切な水管理を実施することが求められています。当
社グループは、データセンター事業における効率的な水管理をマテリアリティと位置付け、
持続可能な運営を推進しています。データセンターの冷却設備に節水や水効率改善につな
がる技術を導入することで、水資源の消費量を抑える取り組みを実施するとともに、水スト
レスの高い地域にある施設の特定・分析を行い、水管理対策を講じ環境負荷の低減に努め
ています。また、AI・IoT 等を用い、お客さまへのサポートを通して、水資源の保全と持続可
能な利用に貢献していきます。

TNFD に基づく情報開示
一般要件

マテリアリティへの	
アプローチ

当社グループは IFRS＊1やGRI のスタンダードを基に13のマテリアリティを設定し
ており、そのうちの1つが「効率的な水管理」 です。TNFDフレームワークに沿っ
た分析では、ENCORE＊2を用いて、インフォメーションサービス活動にとって依存・
インパクトがあるとされる「水使用」、「水質汚染」、「土壌汚染」に着目しました。

開示スコープ 直接操業及びサプライチェーン上流を対象としました。シナリオ分析について
は、TCFD に沿った気候変動に関するシナリオ分析を活用しました。

時間軸

当社グループのビジネスと自然に関連するリスクと機会を、自然への依存関係
とインパクトの評価を通じて導出しました。ここでは、データセンターの空調管
理やオフィスにおける水利用、排水について主に分析しました。リスク・機会分
析においては、 TCFDフレームワークに沿った情報開示と整合を図り、短期・中
期・長期として2030年以降の時間軸とすることが考えられます。今後、リスク・
機会の開示事項の拡充と併せて時間軸設定を行う予定です。

自然に関する
課題の所在  

当社グループが所有するデータセンター全141拠点についてWRI Aqueduct＊3、
ThinkHazard!＊4、IBAT＊5を用いて水ストレス地域及び重要な自然との接点を
分析しました。リスクが高いと判断された地域については、当該地域において
影響しうるステークホルダーについて考慮しました。

他のサステナビリティ	
開示との統合

TCFDフレームワークに沿った情報開示と整合を図り、気候変動シナリオ分析
の結果から自然への依存とインパクトに係る変化を考慮しました。

ステークホルダー	
エンゲージメント

顧客、社員、投資家、地域住民、NGO、水道事業者、同じ流域の水利用者をス
テークホルダーとして捉えて分析しました。

＊1 �国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards：IFRS）：国際会計基準審議会（International Accounting Standards 
Board：IASB）が策定する会計基準

＊2 �Exploring Natural Capital Opportunities, Risks and Exposure（ENCORE）：NCFA（Natural Capital Finance Alliance：自然資本分
野の国際金融業界団体）とUNEP-WCMC（UNEP World Conser vation Monitoring Centre：国連環境計画 世界自然保全モニタリング
センター）が共同開発した、環境変化が経済に与える影響を可視化するツール

＊3 �WRI Aqueduct：WRI（World Resources Institute：世界資源研究所）が開発した水リスク評価のグローバルツール。拠点が立地する地
域の水リスクを、水量、水質、規制・評判の観点で評価することが可能

＊4 �ThinkHazard!：防災グローバル・ファシリティ（Global Facility for Disaster Reduction and Recovery：GFDRR）等により開発されたツー
ル。地震、台風、洪水等、様々な災害についてリスクレベルを評価することが可能

＊5 �Integrated Biodiversity Assessment Tool（IBAT）：国連環境計画の世界自然保護モニタリングセンター（UNEP-WCMC）が、世界の生
物多様性情報を統合したデータベース。世界各地の生物多様性や重要生息地に関する具体的情報を提供しており、政府、開発銀行、企
業等が、開発戦略やプロジェクトの立案段階で生物や生態系に対するリスク評価を行うことが可能
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開示提言 推奨される開示内容 活動サマリ

ガバナンス
自然関連の依存、インパクト、リスク、機会に
関する組織のガバナンスを開示

当社グループでは、サステナビリティ経営戦略と全社的な KPI の達成状況を取締役会で審議し、監督しています。環境マネジメン
トシステムの推進委員長である取締役副社長執行役員は、サステナビリティ経営推進委員会と水や生物多様性の保全に関したト
ピックを議論するテーマ別の小委員会の活動を監督し、組織横断的な取り組みを指揮しています。

戦略

 �戦略及びリスクと機会  
【詳細】

自然関連の依存、インパクト、リスク、機会が、
組織の事業、戦略、財務計画に与える実際及
び潜在的なインパクトを、そのような情報が重
要である場合に開示

当社グループはデータセンターの一部の冷却装置や衛生サービスにおいて水を使用しており、水ストレスの高い地域では異常気
象の増加による深刻な渇水リスクに直面しています。東南アジアで操業するデータセンター1拠点及び南アジアで操業するデータ
センター2拠点は水ストレスが非常に高いと評価される地域に⽴地しており、非常時用の貯水タンクを設置し、渇水が発生した場
合の冷却用水を確保することで、事業継続性を担保する等の対策を行っています。
　⾃然に対するインパクトに関して、当社グループでは生活排水は発生していますが工業排水の排出はありません。ただし、データセ
ンターで使用されるバックアップ用ジェネレーターの貯油設備から漏油事故が発生すると、水質汚染や土壌汚染のリスクがあります。
　⾃然関連の機会としては、これらのリスクへの適切な対応や⾃然保全の取り組みにより、新たなビジネスチャンスが生まれる可
能性があります。
　⾃然保全に貢献するソリューションやコンサルティングサービスの提供が増加することも期待されています。

リスクと影響の管理

 �戦略及びリスクと機会  
【詳細】

組織が、自然関連の依存、インパクト、リスク、
機会をどのように特定、評価、管理しているか
を開示

2022年度から自然関連の依存、インパクト、リスク、機会の分析を開始し、これらを管理するプロセスと行動について検討中です。
2025年の水ストレス分析では、東南アジアで操業するデータセンター1拠点及び南アジアで操業するデータセンター2拠点を高ス
トレスの拠点として特定しました。東南アジアのデータセンターでは、緊急用貯水タンクの設置をしています。また、データセンター
に水を供給する水道事業者は下水を浄化し産業用の再生水として活用する等、地域の水資源に十分に配慮をしていることを確認
しています。南アジアのデータセンターでも、同じく緊急用貯水タンクを設置しています。また、現地水道事業者が水道網の拡張計
画を進めていることを確認しています。これらのリスク対応や地域の水供給体制の整備状況の継続的モニタリングを通して事業継
続性を担保しています。
　自然関連のリスク、機会については、水ストレス地域の非常に高いエリアで操業する拠点について財務影響を試算しています。東
南アジアのデータセンター1拠点及び南アジアのデータセンター2拠点について試算した結果、自然関連のリスクは低いと評価して
います。

指標と目標
自然関連の依存、影響、リスク、機会を評価し、
管理するために使用される測定指標と目標

水ストレス地域や生物多様性の重要地域での操業有無を確認し、全拠点での水利用や排水の指標をモニタリングしています。水質
汚濁防止法や労働安全衛生法を含む各国の法規制を遵守するための指標を目標とした管理に加えて、ネイチャーポジティブな社
会実現に向けたオファリング創出ニーズやコンサルティング提供といった機会評価による目標設定も検討しています。
　水冷を採用するデータセンターが地域の水利用に与える影響を考慮し、データセンターの WUE（Water Usage Effectiveness：水
使用効率性）を指標として、今後データセンターの水利用について管理していく予定です。2025年よりWUE の集計を開始し、「対前
年比でWUE を改善」という目標を設定しました。

総論
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戦略及びリスクと機会 【詳細】
開示提言 推奨される開示内容 活動サマリ

戦略
自然関連の依存、インパクト、
リスク、機会が、組織の事業、
戦略、財務計画に与える実際
及び潜在的なインパクトを、そ
のような情報が重要である場
合に開示

A �組織が短期、中期、長期にわたって特定した、自然
関連の依存、インパクト、リスク、機会

自然関連の依存については、当社グループではデータセンターの冷却装置や衛生サービスの提供のために水を使用しています。水ストレスに
直面している地域では、気候変動に伴う異常気象の増加リスクに鑑み、深刻な渇水が起きた時等に、これらの用途に水を使用できなくなるリ
スクがあります。
　自然関連の影響については、当社グループではデータセンターでの生活排水はありますが、工業排水の排出はありません。データセンター
のバックアップ用ジェネレーターを稼動させるための燃料の貯油設備を所有しています。漏油事故が発生した場合、水質汚染や土壌汚染に
つながるリスクがあります。
　自然関連の機会については、節水や水効率改善を可能とする技術を導入し、冷却システムの水消費量を削減することにより、コスト削減効
果が見込めます。イギリスのデータセンターでは RO（逆浸透膜）システムを導入した結果、WUE（Water Usage Effectiveness：水使用効率
性）の改善、水消費量の削減、及び財務コストの削減を達成しました。
　また、想定されるリスクに適切に対応することで自然・生物多様性に寄与することに加え、自然・生物多様性保全の取り組みが加速するこ
とによってオファリング創出ニーズが増加し、水道事業者の効率的な水提供を支援するソリューションや、自然関連開示を支援するコンサル
ティングサービスの提供機会が増加する可能性があります。NTT DATA EUROPE & LATAM では Veolia（水処理等の環境事業を提供するグ
ローバル企業）向けに当社グループが開発した MeetZero を実装し、水クレジットの検証・認証、水クレジット市場の取引やウォーター・ポジ
ティブな施策の推進に貢献しています。
　上記のうち、自然関連の依存については、東南アジアのデータセンター1拠点及び南アジアのデータセンター2拠点が水ストレスの非常に
高い地域で操業していることを確認しています。

B �自然関連の依存、インパクト、リスク、機会が組織
のビジネスモデル、バリューチェーン、戦略、財務
計画に与えた影響及び移行計画や分析

潜在的にインパクトを与えうるリスクとして、水ストレス地域に立地するデータセンターが深刻な渇水に見舞われる場合、水不足による水冷
式冷却装置の稼動停止等インパクトを与える可能性があります。またジェネレーター用に貯蔵している燃料の漏油事故が発生する場合、その
回収コストが発生します。また、それぞれの場合の風評被害も懸念されます。

C �自然関連のリスクと機会に対する組織の戦略の
レジリエンス

水ストレス地域に該当する東南アジアのデータセンター1拠点及び南アジアのデータセンター2拠点は、水を消費する冷却装置が導入されて
います。気候変動シナリオを踏まえて生じうる深刻な渇水を想定した BCP を確立し、節水行動を奨励します。貯油設備については法令に沿っ
て適正に管理します。

D �組織の直接操業、上流において、優先地域におけ
る資産や活動がある場所

東南アジアで操業するデータセンター1拠点及び南アジアで操業するデータセンター2拠点が、水ストレスが非常に高いと評価される地域に
立地しています。

自然関連の依存、インパクト、潜在的なリスク、機会
リスク 機会

依存

データセンターの冷却のための水利用 水不足による水冷式冷却装置の稼動停止 節水型の冷却システムの導入や水効率改善によるコスト削減

データセンターでの衛生サービス提供の
ための水利用 従業員へのオフィスでの衛生サービスの提供困難 渇水時におけるBCP 確立や節水行動の奨励

影響 データセンターのバックアップ用ジェネレー
ターを稼動させるための貯油施設 漏油による水質汚染や土壌汚染 貯油施設の適正管理

その他 ー ー 自然・生物多様性保全の取り組みの加速によるオファリング創出
ニーズ・コンサルティングサービス提供機会の増加
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開示提言 推奨される開示内容 活動サマリ

リスクと影響の管理
組織が、自然関連の依存、イン
パクト、リスク、機会をどのよう
に特定、評価、管理しているか
を開示

A-（i） �組織が直接操業において、自然関連の依存、イン
パクト、リスク、機会を特定し、評価するプロセス

拠点が水ストレス及び生物多様性において重要な地域に接しているかを分析するとともに、各拠点の水利用・排水データを、調査票を通じて収集してい
ます。重要な地域に接している場合には、現地コンテキストの確認のために二次データを収集し、拠点に個別に事実確認を行っています。その上で、リス
ク、機会を特定し、評価しています。
貯油施設については、管理状況を定期にモニタリングしています。

A-（ii） �上流のバリューチェーンにおける自然関連の依存、
影響、リスク、機会を特定し、評価し、優先付けする
ための組織のプロセス

サプライチェーンサステナビリティ推進ガイドラインにてサプライヤに環境に関する取り組みを要請しています。調達額ベースで約70％のサプライヤがガ
イドラインへの同意書に署名しています。また、SAQ を通じて自然関連のリスクを特定しています。

B �自然関連の依存、インパクト、リスク、機会を管理する
ための組織のプロセスとこれらのプロセスに沿ってと
られた行動

自然関連の依存、インパクト、リスク、機会を特定するための分析は2022年度から開始したため、依存関係、影響、リスク、機会を管理するためのプロセ
スと行動について検討中です。現状の分析では、非常に高い水ストレスエリアで操業する東南アジアのデータセンター1拠点及び南アジアのデータセン
ター2拠点で水の蒸発が発生する冷却装置により水を消費していることを把握しています。一方で、東南アジアのデータセンターに水を供給する水道事
業者は、下水を逆浸透膜により産業用水として再生し、水需要の40％を再生水で賄う等、水の安定供給に十分に配慮していることを確認しています。南
アジアのデータセンターでは、当局や公的水道事業者が水道網の拡張計画や配管工事を実施しており、水供給インフラの強靭化が進められていることを
確認しています。合わせて、データセンターには貯水タンクによる備えもあり、事業継続の強靭性は高いと評価しています。
貯油施設については、各拠点において漏油事故を想定した訓練を定期的に実施しています。

C �自然関連リスクの特定、評価、管理のプロセスが、組
織全体のリスク管理にどのように組み込まれているか

自然関連のリスク、機会については、水ストレスの非常に高いエリアで操業する拠点について財務影響を試算しています。東南アジアのデータセンター
1拠点及び南アジアのデータセンター2拠点について試算した結果、自然関連のリスクは低いと評価しています。

指標と目標
自然関連の依存、影響、リスク、
機会を評価し、管理するために
使用される測定指標と目標

A �組織が戦略及びリスク管理プロセス沿って、重大な自
然関連リスクと機会を評価し、管理するために使用し
ている測定指標

水ストレス地域や生物多様性の重要地域での操業の有無並びに全拠点の取水・排水量をモニタリングしています。

B �自然に対する依存と影響を評価し、管理するために組
織が使用する測定指標

水冷を採用するデータセンターが地域の水利用に与える影響を考慮し、データセンターの WUE（Water Usage Effectiveness：水使用効率性）を指標とし
て、今後データセンターの水利用について管理していく予定です。2025年よりWUEの集計を開始し、「対前年比でWUE を改善」という目標を設定しました。

C �組織が自然関連の依存、影響、リスク、機会を管理す
るために使用している指標と目標

日本においては水質汚濁防止法や労働安全衛生法の関連項目を確実に遵守します。海外においても、対象国の法規制に沿った適切な対応を行います。
重要地域に立地する拠点の測定指標や目標については現在、検討中です。
ウォーターポジティブな社会の実現につながるような⾃然関連のオファリング創出ニーズやコンサルティング機会の増加については、サステナビリティ経
営推進委員会のテーマ別の小委員会における活動を通じてモニタリングしています。
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水ストレス地域で操業する拠点数

全拠点数（データセンター） 141拠点
水ストレスが非常に高い地域で操業する拠点数 21拠点（15％）
そのうち、データセンターの冷却のために
水を消費する拠点数 3拠点（2％）

戦略及びリスクと機会 【詳細】

当社グループの直接操業における取水・排水データ＊1�
単位： 千 m3

取水量（総量） 3,840

–
排水量（総量） 2,724

＝ 消費水量（総量）
1,116

表流水・雨水 13 表流水への排水 0
地下水・湧水 2,425 地下水 1,186
第三者からの水 1,402＊2 第三者への排水 1,538

＊ �Key Biodiversity Area（KBA：生物多様性重要地域）：国際基準で選定された生物多様性の保全の鍵となる重要な地域

重要な生物多様性エリアから25km 以内で操業する拠点数

拠点との距離 KBA＊ 世界遺産 Natura2000
拠点数 98/141拠点 0/141拠点 39/141拠点

IBAT を使用し重要な生物多様性エリア及び自然世界遺産との接点を調査しています。16カ国141拠点を調査した結果、
KBA/ 世界遺産 /Natura2000の保護エリア内で活動している拠点はなく、重要なエリアより25km 以内で操業している拠
点についてもすでに都市化されている地域であったことから、影響は低いと評価しています。

＊1 四捨五入による端数処理のため、総数と内訳の計とが一致しない場合あり
＊2 �第三者からの取水量のうち、水ストレス地域に該当する東南アジアのデータセンター1拠点の取水量は60.2千 m3、地下水・湧水からの取水量のうち、水ストレス地域に該当する南アジアのデータセンター1拠点目の取水量は0.7千 m3、南

アジアのデータセンター2拠点目の取水量は8.9千 m3
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 効率的な水管理


